
交付金充当
経費（B）

国庫補助額
（Ｃ）

その他
（D）

1
低所得世帯支援給付
金給付事業【低所得者
世帯給付金】

85,830,000 85,830,000 0 0 R5.5 R6.3

コロナ禍における物価高騰に伴い、特に家計への影響が大きい低所得世帯（令和5
年度の市町村民税均等割が非課税の世帯）に対し、1世帯当たり3万円を給付する。

コロナ禍における物価高騰に伴い、特に家計への影響が大きい低所得世帯（令和5年
度の市町村民税均等割が非課税の世帯）に対し、1世帯当たり3万円を給付した。
（支援実績）
　2,861世帯

コロナ禍における物価高騰に伴い、特に家計への影
響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯）に対し、
支援を行うことで、一定の効果が得られた。

2
低所得世帯支援給付
金給付事業（事務費）

6,621,613 6,621,613 0 0 R5.5 R6.1

コロナ禍における物価高騰に伴い、特に家計への影響が大きい低所得世帯（令和5
年度の市町村民税均等割が非課税の世帯）に対し、1世帯当たり3万円を給付する
ために必要な事務費。

コロナ禍における物価高騰に伴い、特に家計への影響が大きい低所得世帯（令和5年
度の市町村民税均等割が非課税の世帯）に対し、1世帯当たり3万円を給付した。
（支援実績）
　2,861世帯

コロナ禍における物価高騰に伴い、特に家計への影
響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯）に対し、
支援を行うことで、一定の効果が得られた。

3 - - - - - - - - - -

4 - - - - - - - - - -

5 - - - - - - - - - -

6 - - - - - - - - - -

7
社会福祉総務運営事
務事業

7,720,000 7,720,000 0 0 R5.8 R6.3

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化の中、物価高騰等に直面する町内社会
福祉施設に対して、利用者負担の増加を抑制するため食材料費、光熱費及び燃料
費高騰分の支援を行う。

新型コロナウイルス感染症の影響に加え、原油価格高騰の影響を受けている町内の社
会福祉施設等に対して、事業継続に向けた支援として、補助金を交付した。

新型コロナウイルス感染症の影響に加え、原油価格
高騰の影響を受けている町内の社会福祉施設等に対
して、事業継続に向けた支援として、一定の効果が得
られた。

8
子ども・子育て支援新
制度運営事業

2,123,262 2,123,262 0 0 R5.8 R6.3

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化の中、物価高騰等に直面する子育て世
帯に対して、保護者負担の増加を抑制するため町内保育所等への給食食材費等の
支援を行う。

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化の中、物価高騰等に直面する子育て支援
世帯に対して、保護者負担の増加を抑制するため町内保育所等への給食食材費等の
支援を行った。

町内保育所等への給食食材費等の支援を行うこと
で、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化の中、
物価高騰等に直面する子育て世帯の負担の増加を抑
制した。

9 畜産振興事業 3,030,000 3,030,000 0 0 R5.8 R6.3
新型コロナウイルス感染症の影響の長期化の中、原油価格・物価高騰等に直面す
る地域の畜産農家への飼料購入費の支援を行う。

新型コロナウイルス感染拡大により、経済情勢の影響を大きく受けている畜産農家に対
する飼料購入費支援を実施した。

原油価格・物価高騰の影響を受けた飼料価格高騰に
より経営がひっ迫している畜産農家の経営安定を図っ
た。

10
学校給食運営事業(小
学校給食費無償化補
助金）【重点交付金分】

63,968,738 63,968,738 0 0 R5.4 R6.3

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化の中、物価高騰等に直面する子育て世
帯に対して、保護者負担の増加を抑制するため学校給食費の無償化を行う。

町立小学校へ給食費の無償化を実施し、子育て世帯の経済的負担を軽減した。
（支援実績）
　・大磯小学校　延べ9,629人分
　・国府小学校　延べ6,380人分

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化の中、物
価高騰等に直面する子育て世帯に対して、保護者負
担の増加を抑制することができた。

11
学校給食運営事業(小
学校給食費無償化補
助金）【通常分】

653,000 653,000 0 0 R5.4 R6.3

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化の中、物価高騰等に直面する子育て世
帯に対して、保護者負担の増加を抑制するため学校給食費の無償化を行う。

町立小学校へ給食費の無償化を実施し、子育て世帯の経済的負担を軽減した。
（支援実績）
　・大磯小学校　延べ9,629人分
　・国府小学校　延べ6,380人分

新型コロナウイルス感染症の影響の長期化の中、物
価高騰等に直面する子育て世帯に対して、保護者負
担の増加を抑制することができた。

169,946,613 169,946,613 0 0合計

事業終期
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